





































































年 万人 % 
1950 74 2.0 
1955 77 1.9 
1960 34 0.8 
1965 67 1.4 
1970 73 1.4 
1975 125 2.3 
1980 142 2.5 
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第5図
北村修一
















低位(L)の4通り X1985年の高位(t)、やや高位(h)、やや低位(m)、低位(l)の 4通り =16通り
である O しかし、実在しない組合せが5組(高位Tと低位 l、Hとし Lとt、Lと1の組合
せ)あり、 11通りとなった口さらにこれを理解しやすいように、また1960~80年の変化状況の








































たものがさらに最低水準にまで改善された (Mから 1へと推移した) という低失業地域で


























える 30才未満層と中年層と言える40代層で高い値を示していることがわかる O なかでも 15~19
才層および25--29才層とは、 0.65および0.66と、また45--49才層とは、 0.52と高い相関を示し
ている口一方、 30代層および50才以上層とは、 0.20以下の相関に留まっているD

























纏S奥子町会宮磯司盆失克事 2町市環2 S 厭町大陪市完灘司盆失区 市E環喜
祖完
鴻2車町虜2ま線g 都道府国完会失難 市町村圏全失率難 奈川市県完全失業 間市町蝿Z金失第E 
県寧 jlJ 村別 町村~ 村jj~ 村別 村別 村別 村申j 村君j
% % % % % % % % % % 
就業者に対する 15オ以6i4人才人口の口割の割合合 %11 0.75" 0O.， 6723“ ・ 0.80・ O. 50・ O. 70・ 0.64“ -0. 34 O. 76“ 0.89" D 0.83H 15- %0 0.62・ 0.81“ 0.49・ 0.68“ O. 70・ -0.25 0.63" 0.77" • 87" 
. 鰭重級別厚
就援者に対する男子人口のAlJ合 % 0.63" 0，60" 0.72" 0.21 0.66" 0.61“ -0.40・ 0.61" 0，74“ 0.81" 
15-64オ男子入口の劃合% 0，51“ 0.53・ 0.67" O. 35 0，720" 0.62" -0.25 0，68" O. 67" 0， 78" 
鋭援者 ー対する15オ一-以23465149上才オ才2才入，入A人口Ip口Dロの3e掛aの@D割観-金合 M 
0.65" 0.43" O. 55・ 0.46・ 0.56“ 0.45・ 0.23 O. 68" 
20-24:tAOo.JIJ'fl' % 0.41" 0.38・ O 0.25H 0.35 0.45" 0.40 ロ.34・ 0.68" 
み 25-29:tAOo.J51-ft % 0.66" 0.43" • 42・ 0.22 0.53" 0.59" 0.61“ 
た 30-34:tAOo.JIJ'fl' % 0.27" O. 50・ 0.55 7H -0.22 -0，25 口.44" 0.53" 
性地場
35-39:tAOOIJ'fl' % O. 23" 0.59" 0.27 0.58" -0.25 0.30・ 0.58" 
4(J-44:tAOo.JIJ'fl' % 00..3521" ・ 0.41" 0.61" O. 35 C 0.39 0.62" O. 44・ 0.48“ 0.57" 45-49:tAOOIJ'fl' % 0.47“ O. 50・ O. 65“ .32 0.31 0.71" 0.71" 0.55" 
50-54:tAOo.JIJi'! % 0.22" D. 332 5・ 0.47・ O 0..322 6 -D 34 7・ 0.46" 0.61" 55-59:tAOo.JIJ'fl' % O. ・ 00..226 9 -0.41“ O. 63" 0.68" -0.21 60-64:tAOo.JIJ'fl' % 0.20" O. 32・ 0.21 -0. 49" O. 57“ 0.63" 
65:t1.tADOIJ'fl' % 0.20 -0. 54" 0.42・ O. 41" 
教育5庫か2地み婚らた性
鉱業者に対する布中高醇等等教教教育育育亭卒事難業業者者者のの白割割劃合
%11 0.21 O. 23・ 0.23" -0. 25 0.49・ 一0.41" O. 51" O. 60" 0.60" 
% 0.46“ O. 49・ 0.60" -0.33 -0. 26 0.62" 
% O. 33" O. 39 → 0.27 0.51“ -0.63" 0.40' 
在来載学淳者司の匡割の割合合 % 0. 4788n ・ 0.33" 
0.40・ O. 33 0.4 51" -00 .31 0.67“ 
0.36“ -0. 27 0.37 -0.41“ .24 O. 26 0.80" 
労 労働力入口率 %11-0.61“ -0. 47" -0.73“ 0.25 -0. 50・ -0.63" 0.48・ -0. 33 -0.60・ -0.73“ 
力働人 労男労竃子費舗働陶，V的力奪鋼1事《入人凪回口広Aにξ占E障めめる語輯調吟置者倒的の楊人口合 % -00..9625 2 62" M
0.82・ -1. O 706 ・ 一1. 00・ ー1.O 6 6 0・ 一1.O4 5 OH 一01. 00・ 0ー1..0505・"・ 一1.00" 一01. 0 0・
の'AlJ合 0.63・ O. 76" O. 43・ 0.62" 0， 55“ ー .47・ 0.73“ 70" 
喜男子非労働力入口の割合%  
O. 33" 0.53" 0.28 0.68" 0，41“ -0.48・ O. 42・ 0.34" 
口 O. 59" 0.51" O. 44" 0.24 四 -0.28 O. 54・ 0.55 8H 0.62・
0.20" 0.22・ O. 69" 0.51“ 0.65" 
説集形態 漁買林業難業就航拡謀難業者者率2事F % -0. 29" -0. 57" -0. 44・ -0.46・ -0. 72“ -0.54" -0. 53" -0.61" % -0.21・ -0. 37 -0. 20 -0.33 -0.25 
%。‘ 35・ 0.41 0.71" -0.24 0.33 -0. 20 
鉱鐘制金不湾公恵電ザ廃鶴盤業重遭省務気績憲建屋縫ピ・盤4健寮通縁7ス業1、纏受機a鍵者集信ス難窓鍵，孝者集a寧医s司$猛範者続水，区障習爆a縫道者院R者著老事・宮寧司除償巨供給集積謀者盟主
% 0.45" -00..334 7 00..28D 1H 
過動状
F40045 6H 0.23" 0.22' 0.26 ー 0.49“ 0.28 
%11-0.58" 0.32・ -0.32 -0.43 D， 473・ 0.53" -0.34 
%11 0， 45" 0.30・ 0.57“ 0.81・ O. 26 0.76" 0.34 0.62“ 
況か % 0O .52 1“ 00..233 5 0.66 50H -0.33 -0.22 4 00.50 51“ % 42" 0.53“ -0.23 .4 ・
ー
%11 0.28 0.22" 0.30" 0.64" -0.22 0.4 ・
み % 0.31" 0.27 -0.30 0.22 
た地犠牲
%F400..6697H 0.21“ 0.25" 0.31 -0.61" 0.30・ 0.42・0.24・ -0.65・ 0.47“ 
圃概出入口率 % 0.31“ -0.40 0.39・ -0.53・ -0.29 0.61“ 
通動流入入口率 % O. 32" -0.29 0.34" 0.61帥一一 」一一一一 L 一一




































































取り上げたo A地域としては大阪府および福岡県、 B地域としては北海道、 C地域としては徳










失業地煽区分 全 国 北海道 神奈川県 福井県 望号 m 県 大阪府 寄島県 福岡県
失業水準 市町村教 構成 lt
9 9 
6 8 
年O O 年 % % % % % % % % 
A L 404 12.6 19.4 2.7 28.5 25.0 2. 0 
B L m 230 7.2 4.7 5. 7 8. 0 2.3 2.0 
C L h 25 0.8 o. 5 2.0 
D し t 8 0.3 ー 4.0 
E M 587 18.3 28.3 5. 4 25.7 22.7 2. 3 2. 0 3. 1 
F M π1 1，214 37.9 28.3 46. 0 34. 3 44.3 25.0 32. 0 19.6 
G M h 207 6.5 3. 8 22. 7 24. 0 3. 1 
H M t 39 1.2 18.0 4. 1 
H 6 0.2 0.9 一 1.0 
J H ロ1 194 6. 1 5.2 32. 4 2. 9 ー 18.2 15. 5 
K H h 142 4.4 2.8 8. 1 2.9 ー 27.2 12.0 9.3 
L H t 29 0.9 0.9 2.3 2. 0 
M T 日1 16 o. 5 1.4 1. 0 
N T h 45 1.4 1.4 1 1. 3 
O T t 57 1.8 2.4 5.4 ー 32. 0 














失業率が0.2~0.8%) 、高位 (H=失業率が0.8~ 1.4%) 、最高位 (T=失業率が1.4%以上)の 4
通り、 1980年は、低位(1 =失業率が1.3%未満)、中位(m=失業率が1.3--2.7%)、高位(h= 
失業率が2.7~4.1%) 、最高位 (t =失業率が4.1%以上)の4通りとなるo したがって、両者の
-52ー
失業率の変容からみたわが国の地域構造とその要因
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